
【報告様式】　第８期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価（令和３年度実績評価）

評価
（１～５）

西桂町 2

②介護給付適正化 Ⅳ 介護給付適正化の推
進

Ⅳ 介護給付適正化の推
進

介護給付適正化 ・介護給付通知を送付して
いるが、送付目的や町の介
護保険の現状や介護サービ
スの利用状況等の周知が十
分できていない。

・国保連合会に委託した介
護給付通知を送付、ホーム
ページ等で周知する

・介護給付通知回数
Ｒ3：4回（3ヶ月分の利用状況を本
人または家族に通知）また、利用者
に単に通知をするだけでなく、対象
者や対象サービスの絞込みをするこ
とや、利用者の理解を求めやすい
適切な送付時期の工夫等効果の
上がる実施方法の検討

介護給付費通知回数 ①介護給付通知送付回
数4回
②送付月6月・9月・12月・
3月
③のべ送付者数750名
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国保連合会に通知作成を委
託しており、作成された通知を
送付する業務となっていた。制
度の周知徹底が図らていな
かったこともあり、対象者からの
照会件数も少なく、通知に対
して、どう考えているかが把握
できなかった。

制度周知の徹底
アンケート調査の実施

制度周知をすることで、利用者及び
その家族が、本当に必要なサービス
やそのサービスの理解しやすい環境と
することができる。

点検等を実施することで、介護給付
費の適正化が図られる。

①認定調査点検、介護認
定調査員指導（認定調査
員や審査会による格差是正
に向けた取組）
②ケアプラン点検（利用者の
自立支援に資する適切なケ
アプランが作成されているかプ
ランの確認・検討）
④住宅改修等の点検
⑤縦覧点検・医療情報との
突合

①認定調査点検実施率
Ｒ3：100％
②ケアプラン点検（介護支援専門
員ごとに対面による点検及び支援
の実施、ケアプラン点検従事職員
の研修や介護支援専門員の研修）
点検及び面談　Ｒ3：10事業所
③住宅改修等の点検（疑義が生じ
た改修の現地調査、福祉用具購
入及び軽度者福祉用具貸与ケア
プランチェック）
Ｒ3：100％
④縦覧点検・医療情報との突合
・国保連のデータを活用し、請求明
細書の内容を確認し提供された
サービスとの整合性の点検を行う

①認定調査点検実施率
②ケアプラン点検回数
③住宅改修、疑義が生じた改
修の現地調査の回数及び福祉
用具購入、貸与時の点検実施
④縦覧点検・医療情報との突
合（不適正な請求の把握数）

①認定調査については、
100％事後点検した
②ケアプラン点検（介護予
防及び介護予防ケアマネジ
メントプランのみ）
③住宅改修・福祉用具購
入、福祉用具貸与に関す
る点検
住宅改修点検件数13件
事前事後点検を全件実施
した。
福祉用具点検件数12件
書面による購入の必要性
を確認し、点検等を実施し
た。
福祉用具貸与点検件数1
件
④国保連合会に業務委託
し実施した。
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介護給付適正化 ・現在認定調査の点検は、
2人体制で実施。今後高齢
化率の増加と共に要介護認
定者数の増加が予測される
中、点検者の確保や育成が
課題。また、調査員の判断
基準の統一化も必要で、町
独自での研修会の開催も課
題。
・ケアプラン点検については、
事業対象者や要支援認定
者のみとなっており、要介護
者のケアプラン点検は課題。
・住宅改修や福祉用具購
入サービス等サービス利用に
ついての周知が十分できてい
ない。また適正利用に向け
て、リハ職等の関与も考えて
いけるとよい。

①認定調査点検は、必ず2名
で実施し、記入漏れや判断基
準に相違がないか確認を行っ
ている。
②介護予防、介護予防ケアマ
ネジメント利用対象者について
は、自立支援型自立支援型
地域ケア個別会議を開催し、
要介護者についてもケアプラン
の点検を行うことが目標であっ
たが、新型コロナウィルス感染
症の関係もあり、実施できな
かった。
③住宅の改修については、申
請後の必要性など事前事後
調査を全件実施した。
④縦覧点検・医療情報の突
合について、国保連合会派遣
事業により、情報活用確認方
法など行った。

①委託調査員の判断基準を
統一できるよう町独自での研
修会の検討を行う。
②ケアプラン点検実施計画を
作成し、ケアプラン点検を確実
に実施していくこと、また点検を
実施する職員のスキルアップも
図っていく。
③職員の介護認定調査、そ
の他業務での訪問等に頼ら
ず、必要に応じて現地確認を
実施する。
④件数等が少なく、確認及び
活用方法等、必要に応じて国
保連合会の事業を活用して
く。

西桂町 3

②介護給付適正化 Ⅳ 介護給付適正化の推
進

Ⅳ 介護給付適正化の推
進

Ⅰ(2)介護予防・健康づくり
の推進

①自立支援、介護予防・
重度化防止

西桂町 1

地域ケア会議を定期的に開催し、
内容の充実を図ることで、地域包括
ケアシステムの推進、構築を図ること
ができる。また、地域リハビリテーショ
ン活動支援事業を活用し、介護予
防教室をより効果的に実施すること
や、住民主体の通いの場を増やして
いくことで、高齢者の自立支援、重
度化防止につなげていくことができ
る。

・ここ数年、西桂町でも高齢
化率が急速に高くなってきて
いる（R2.4.1　29.7％、R3.4.1
30.62%）ことから、要介護高
齢者の増加予防のため、高
齢者に対する健康づくりと介
護予防の取り組みは今後の
課題となっている。

①自立支援・介護予防に関
する普及啓発
②地域ケア会議の充実
③自立支援・重度化防止に
向けたケアマネジメントの質の
向上
④高齢者の社会参加の促
進と介護予防事業の充実

自立支援。介護
予防、重度化防
止の推進

Ⅰ(2)介護予防・健康づくり
の推進

　《　評価の目安　》　　達成率　80％以上：　「５」　　　達成率　60～79％：　「４」　　　達成率　40～59％：　「３」　　　達成率　20～39％：　「２」　　　達成率　19％以下：　「１」

①自立支援・介護予防普及啓発
事業の実施
②地域ケア会議開催
Ｒ3：3回
③自立支援型地域ケア会議の開
催
Ｒ３：1回
④介護支援専門員に対する研修
会
Ｒ３：5回
⑤ケアプラン点検
Ｒ３：10事業所
⑥住民主体の通いの場の数
Ｒ３：3カ所
⑥ボランティア等に参加している高
齢者数の増加
Ｒ３：3割
⑥一般介護予防事業の実施
Ｒ３：開催回数　145回
　　　延べ参加人数　3,350人

①介護認定者数、介護認定
率、新規認定者数
②地域ケア会議の開催回数
③一般介護予防事業開催回
数、参加者数、参加率、体力
測定結果、新規参加者数等
④住民主体の通いの場所数

①要介護認定者数、認定
率
Ｒ4.3月末現在210名（うち
新規45名）　認定率
16.1％
②地域ケア会議の開催回
数　Ｒ3：2回
③自立支援型地域ケア会
議　Ｒ３：未実施
④介護支援専門員に対す
る研修　Ｒ３：3回
④ケアプラン点検
Ｒ３：未実施
⑤いきいき百歳体操推進
支援事業
Ｒ3年度開催個所数：3か
所
⑥ボランティア等に参加して
いる高齢者数：未把握
⑥介護予防運動教室
Ｒ3年度実施回数：58回
参加人数（実人数：33人、
延人数692人）
転倒予防教室
Ｒ3年度実施回数：（初級）
13回、（中級）27回
参加人数：（初級）209人
（中級）304人　計513人
認知症予防教室
Ｒ3年度実施回数：3回
参加人数（実人数：29人、
延人数：79人
口腔機能向上教室
Ｒ3：0回
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番
号

自己評価

実施内容現状と課題
第８期における
具体的な取組

【県計画との関連】
「県計画の目標」シートや「県計画概要版」を参考に、関連すると思われ
る県計画の項目を選択してください（当てはまらない場合や不明な場合は
「その他」を選択してください）。

令和３年度（実績評価）

【区分】
①「自立支援、介護予防・
重度化防止
②「介護給付適正化」
から選択してください

目標の評価方法

①要介護認定者数について
は、前年度より増加傾向。
②地域ケア会議については、
新型コロナウィルス感染症蔓
延防止のため、上半期に開催
できず、2回（うち1回は書面開
催）となり、計画通り開催でき
なかった。また自立支援型地
域ケア会議も開催することがで
きなかった。
③介護支援専門員に対する
研修は、実施回数は予定より
少なかったが、オンライン研修
にて実施でき、参加しやすい
環境を整え実施することができ
た。ケアプラン点検は新型コロ
ナウィルス感染症の影響もあり
計画通り実施できなかった。
④介護予防運動教室は概ね
計画通りに開催できたが、認
知症予防教室は新型コロナ
ウィルス感染症まん延時期と
重なり、予定回数を行うことが
できなかった。
⑤いきいき百歳体操支援につ
いては、新型コロナウィルス感
染症まん延防止のため、活動
を休止するグループが多く、ま
た新規のグループの発足支援
も行えなかった。

①新型コロナウィルス感染症の
まん延により、外出自粛が続く
中、新規要介護認定者が増
加傾向にあり、高齢者の自立
支援・介護予防に関する取組
を地域住民や地域の事業所
を対象に計画的に取り組んで
いく必要がある。地域リハビリ
テーション活動支援事業の実
施。
②、③今後、地域ケア会議を
オンライン開催できるよう環境
を整え、計画通りに開催できる
ようにし、また会議の目的を再
度共有し、個別課題から地域
課題へとつなげていく等、地域
ケア会議の機能の充実を図っ
ていけるとよい。また、自立支
援、介護予防、重度化防止
の推進を図るため、自立支援
型地域ケア個別会議を開催
する。
④新型コロナウィルス感染症に
よる外出自粛の影響と思われ
る要支援者の増加は今後も
課題となる。今後も要支援、
要介護者の増加につながらな
いよう、介護予防の取り組みは
必須であり、コロナ下での介護
予防教室の在り方を検討して
いく。

取組の効果や
成果として

考えられること課題と対応策目標
（事業内容、指標等）

市
町
村
名

　　　　　　　　　　　総括表 フェイスシート

タイトル


